


















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































33.859.0３４．２２７．７59.0３０．４２９．７５９．２５７．０４９．４ １５１５ ● ●●■ ６７９８ ３７４５ ２０３４ ● ●■● ８６４０ ３６２３ 
注：「低平均」は北海道、神奈川県、大阪府、奈良県、「高平均」は111形県、福井県、鳥取県、高知県の平均。
(弘）
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図表７都道府県別有業女性の就業分野等の比較（６歳未満の子どものいる世帯の有業女性） (％） 
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マクロデータでみる女性のキャリアの変遷と地域間比較
･夫の年収400万円未満を基準として、
400-599万円、600-799万円、800-999万円、
１０００万円以上の４区分についてダミー変数
を作成
･本人の学歴高卒を基準として、中卒、短
大・高専卒、大学・大学院卒の３区分につ
いてダミー変数を作成
･夫の週間労働時間35-49時間を基準とし
て、３４時間以下、50-59時間、６０時間以上
の3区分についてダミー変数を作成
・親非同居（＝l）と夫の週間就業時間60時
間上（＝l）の交差項
体的な傾向は似ている。官公庁の比率に関しても、
有業率の高い地域と低い地域で大きな差はみられ
ていない｡
女性の所得は、有業率の低い地域は正規歴)'１比
率が低い、すなわち非正規雇用比率が高いことと
関連して、１００万円未満の割合が半数近くを占め
ている。その一方で500万円以上の割合も１割を
超えるなど、所得の分散が大きい。
週間就業時間も、雇用形態との関連性がみられ
ており、有業率の低い地域で35時間未満の割合が
半数近くを占める。有業率の高い地域では、４３時
間以上で3割程度を占めている。正社員に限定し
て週間就業時間を比較すると、４２時間以下は有業
率の低い地域で若干高く、４３時間以上は有業率の
高い地域で若干多い。
就業希望意識は、いずれの地域も８割弱が継続
就業を希望している。
以上をまとめると、６歳未満の子どもをもつ有
業女性の就業分野等は、若干の分布の違いがみら
れるものの、全体の傾向として地域間格差が大き
いとはいえないようである。その中で、有業率の
高い地域では、正規雇用比率が高い点が地域間の
違いとして指摘できるだろう。
まず全国計の分析結果をみていきたい（図表
８)。
図表８６歳末満の子どものいる世帯の女性の就
業決定要因の分析（全国〉
Exp(B） 
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夫自営ダミー
親同居ダミー
3歳未満ダミー
夫年収（400万未満基準）
400-599万ダミー
600-799万ダミー
800-999万ダミー
1000万以上ダミー
学歴（高卒基準）
中卒ダミー
短大卒ダミー
大卒ダミー
夫労働時間（35-49時間基準）
３４時間以下ダミー
50-59時間ダミー
６０時間ダミー
親非同居街60時間以上
定数
－２対数尤度
カイ２乗
有意確率
サンプル数
0,662 
0442 
0294 
0.305 
-0.413 
-0.816 
-1.223 
-1.187 
●●● 
Ｃ●● 
●ロロ
●●● 
(5)地域別にみた女性有業率の要因分析
以上のクロス集計結果を踏まえ、地域別にみた
女性の有業率の決定要因を、各変数をコントロー
ルしながら分析を行った。
全国計及び上記10の都道府県について、有業＝
l、無業＝0を目的変数とする二項ロジスティック
分析を行った。目的変数は、女性の就業を選択す
る確率（就業確率をＰＩとすると、ｌｏｇ（P,／（l-
PI)）である。説明変数は次のとおりである。
0.746 
１．１５８ 
1.687 
-０２９３ 
０．１４７ 
0.523 
●●● 
●●● 
●●● 
‐0.116 
.0.130 
‐０．１１２ 
‐0.132 
0.297 
45955.5 
3556.6 
０．０００ 
36542 
0.891 
0.878 
0.894 
0.876 
1.345 
●●● 
● 
ｃｃ 
●００ 
有意水準：…p<０１、．.p<､05,.p<｣０
･夫の自営ダミー夫が自営業の場合を１と
するダミー変数
･親同居ダミー親と同居している場合を１
とするダミー変数
・３歳未満ダミー３歳未満の子どもがいる
世帯の場合をｌとするダミー変数
夫の自営ダミー、親の同居ダミーはいずれも有
意にプラスである。３歳未満の子どもは母親の就
業を大きく抑制している。夫の年収は、400万円
のケースと比べてそれ以上の年収の場合には妻の
就業はマイナスとなる。学歴については、高卒と
３１ 
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比較して、中学卒の場合にはマイナス、短大卒以
上はプラスである。わが国では、女性の有業率の
学歴効果は低いが、子どもが６歳未満という子育
て期の女性に関しては学歴が高いほど有業率が高
い傾向にある。樋口（1991）は、高学歴女性は、
出産・育児期に継続就業する傾向が高いことを指
摘しているが、本分析も、子どもの年齢が小さい
場合の母親の就業は、高学歴女性ほど高いという
結果となった。夫の週間労働時間は、３５～49時間
を基準として、それより長い場合に有意にマイナ
スとなる。労働時間が長くなると女性の有業率が
抑制されることが明らかになり、この点はクロス
集計では明らかにならなかった点である。親非同
居と夫の週間労働時間60時間以上の交差項はマイ
ナスで有意であり、親が同居しておらず夫の労働
時間が長い場合に、女性の有業率は有意に低い。
同様の分析を１０都道府県に関して行った。結果
は図表９に示している．
女性の有業率が低い地域と高い地域の傾向を比
較してみると、「親同居ダミー」の効果に顕著な
違いがみられる。つまり、有業率が低い地域では
｢親同居ダミー」が有意でないが、有業率が高い
地域では「親同居ダミー」は有意にプラスの地域
が多い。全国データでみると、親同居は女性の子
どものいる世帯の女性就業にプラスに作用する
が、地域別にみると、女性有業率の低い都市部で
は、親の同居が女性の就業の促進要因とはなって
いないことがわかかる。
夫の自営ダミーは有業率が低い地域ではすべて
プラスで有意となっている。夫の年収の効果は、
東京都巾iI奈川県、福井県、鹿児島県で、夫の年
収が妻の就業を抑制する可能性が示唆されてい
る。本人の学歴効果は、大卒ダミーがプラスの地
域が多いものの、女性の有業率の高い地域、低い
地域別にみた違いは明らかではない。夫の労働時
間はほとんどの地域で有意な関連はみられない。
ただし、親非同居と夫の週間労働時間60時間以上
の交差項は神奈川県でマイナスで有意である。女
性の有業率の高い地域はいずれも有意ではない。
有業率の低い地域では、夫の自営ダミーがすべ
てプラスで有意、親が非同居で夫の労働時間が長
い場合にマイナスの傾向がみられており、夫の状
況が女性の有業率に及ぼす影響が大きいことが示
唆されている。
５．分析結果のまとめと考察
８２年から02年までの女性の有業率の構造変化の
分析を行った。主な知見は次のとおりである。
まず、女性のＭ字型カーブの形状の変化は、主
として配偶者のいない女性の増加による部分が大
きく、子どものいる有配偶女性の有業率の変化は
小さい。女性有業者の中で、就業を継続している
とみられる前職なし有業者の割合は、時系列でみ
て低下傾向にあり、前職ありの有業者、つまり転
職経験者、離職経験者（再就職女性を含む）の割
合が高まっている。これとも関連して、正規雇用
比率の増加は小さいが、非正規雇用比率が大幅に
高まり、一方で自営業・家族従業（会社などの役
員を含む）の割合は低下している。特に92年以降
女性の有業率は低下し、また非正規雇用が増えて
転職等経験者が増えるという状況がみられてい
る。近年の若年層における非正規雇用の増加傾向
は、女性の就業継続を難しくする可能性があり、
この点は今後も注視すべきである。
Ｍ字型カーブの形状は、地域間格差が大きい。
地域別にみた有業率の格差は、子どもをもつ女性
の有業率の違いに起因している部分が大きい。６
歳未満の子どもがいる世帯の女性（50歳未満）の
属性別に有業率の地域間比較を行った結果、有業
率の高い地域は、親との同居割合が高い、夫の年
収の高い割合が低い、本人の学歴で大学・大学院
卒の割合が低い、夫の労働時間が長い割合が低い、
といった傾向がみられる。しかし、こうした属性
の違いだけでは、女性の有業率の地域間格差を説
明しきれない。親が同居のケース、夫の年収が低
いケースなど、属性をコントロールしてみても、
有業率の高い地域の女性の有業率は高く、低い地
域では低いのである。また、６歳未満の子どもが
いる世帯の女性の就業分野も地域によって傾向が
大きく異なるわけではない。親の同居、夫の状態
3２ 
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マクロデータでみる女性のキャリアの変遷と地域間比較
図表９都道府県別６歳未満の子どものいる世帯の女性の就業決定要因の分析
(有業率の低い地域（上段、東京都を含む〉と低い地域（下段、鹿児島県を含む）の分析結果）
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といった世帯属性や本人の学歴等の属性による違
い、あるいは女性が働く就業分野の違いでは十分
に説明できない要因が、女性の有業率の地域間格
差の背景にある。
また、女性の有業率を決定する要因分析の結果、
全国の分析結果では、親や３歳未満の子どもの存
在が女性の有業率に強く影響し、また、本人の学
歴や、夫の就業形態、労働時間の影響も明らかに
なった。地域別の分析の結果、有業率の高い地域
では親の同居が女性の就業を促す傾向があるが、
有業率の低い地域では親同居の効果は有意ではな
い。親同居の効果が地域により異なる点は興味深
い。有業率の低い地域では、夫が自営業であるこ
とや、親の同居と夫の労働時間の組み合わせが女
性の就業に影響を及ぼしている地域がみられるな
ど、夫の状態がより重要である可能性を示唆して
いる。
地域間の比較分析結果は、女性の有業率が世帯
属性等以外の要因で決まっている可能性を示唆し
ているが、その要因の探索はデータの限界ででき
ていない。子どもをもつ女性の就業を決定する要
因としては、地域の子育て環境や、価値観、女性
の働きやすさに関連する通勤時間や勤務先の労働
条件などが考えられ、こうした要因が女性の就業
にどう作用しているのかを検討することは、今後
の研究課題である。
臣の定める方法により市町村長が選定した抽出単位
（１の世帯が居住することができる建物又は建物の一
部をいう｡）に居住する約440,000世帯の15歳以上の世
帯員を対象としている。本稿では、1982年、1987年、
1992年、1997年、2002年の５回分の調査データを分析
対象としている。
（２）「就業構造基本調査」の個票データは、内閣府
｢少子化と男女共同参画に関する専門調査会」の検討
において利用が許可されたものである。なお、本稿の
データ分析結果は、公表データと必ずしも一致しない
場合がある。その場合、本研究は提供された個票デー
タに基づく分析結果として、本研究の分析結果を報告
することとする。
（３）本稿では、Ｍ字型カーブは、「労働力率」ではな
く「有業率｣、すなわち労働力人口から失業者数を除
いた数値を用いている。
（４）就業構造基本調査では、子どもの有無は世帯単
位で把握しているため、世帯内の子どもが本稿で分析
する女性の子どもかどうかは特定できない点に留意す
る必要がある。
（５）孫と同居している高齢女性を除外するために、
ここでは、「世帯内に６歳未満の子どもがいる50歳未
満の女性」について、「６歳未満の子どもがいる女性」
とほぼ同義とみなして分析を進めている。したがって
50歳未満で６歳未満の孫と同居する女性、きょうだい
の子どもと同居する女性などが、分析対象には含まれ
る可能性がある。
注
（１）「就業構造基本調査」は、我が国の就業・不就業
の状態を調査し全国及び地域別の就業構造や就業異動
の実態、就業に関する希望などについての基礎資料を
得ることを目的に５年ごとに実施されてきた。最新デ
ータは2002年である。2002年調査に関して調査概要を
みると、調査対象は、全国29.000調査区のうち総務大
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